
) 

本調査の実施の有無を決定

（第13条第5項）

告発（第12条第1項）

告発窓口 ：法人監査室、学外

の法律事務所（第11条第2項）

学 長

（最高管理責任者）

告発者及び調査対象者（本調査実施の場合）

告発者（本調査不実施の場合）

予備調査委員会

（第13条）

・告発は顕名による

（ただし、匿名によるものでも真正な告発として受理する場合も有）

報告（第12条第6項）

設置

報告

・告発内容の合理性等を調査（第13条第3項）

・本調査の実施の有無を判断（第13条第3項）

通知（第14条）

〈本調査実施の場合〉

学 長

（最高管理責任者）

告発者及び調査対象者

学 長

（最高管理責任者）

調査委員会

（第15条）

設置

報告

・不正使用等の有無、不正使用の相当額等を審理、認定

（第17条第1項）
・不正目的による告発の認定（第17条第4項）

・調査対象者又は告発者の弁明の機会の保障

（第17条第3項、第5項）
（第17条第6項）

通知（第17条の2）

不服審査委員会

（第19条）

設置

報告

不服申立て（第18条）

（※不服申立てをしない場合 → ）第17条第1項、第4項の認定が確定

・不服申し立てを受理した旨の通知（第19条第1項、第2項）

・再審理の必要性について判定 （第19条第4項）

〈再審理実施の場合〉

再審理命令

報告

学 長

（最高管理責任者）

告発者及び調査対象者

調査委員会

（第15条） ・再調査、再審理及び認定（第20条第2項）

（第20条第2項）

通知（第20条第3項）

※不正使用等の有無の認定が確定

公的研究費等の不正使用等に係る事案への対応（調査等の流れ）

関係省庁、配分機

関等への報告

報告（第13条第5項）

関係省庁、配分機

関等への報告

報告
（第20条第3項）

３０日以内

２１０日以内

・不正の一部が認定された場合は、必要に応じ

て執行停止等を行う（第21条第1項第2号）

関係省庁、配分機

関等への報告

報告

（第16条の3第2項）

（※再審理しない場合 → ） )第17条第1項、第4項の認定が確定

法人監査室長

報告（第12条第7項）


